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イオングループ

・2022年度売上 9兆1168億円
・グループ企業 約300社
・従業員数 約57万人



イオンのDX戦略

■ オンラインとオフラインが融合したOMOの実現

食品ECの事業拡大 店舗アセットの価値最大化

１． 顧客流入のための“タッチポイント戦略”

ポイント統合 決済サービス集約

２． 1to1マーケティングのための“ID・データ戦略”
ID・データ活用環境の
整備/活用

システム・業務・組織の一体変革

３． 2つの戦略を下支えする“共通DX基盤戦略”



デジタル人材開発体制

■ デジタル人材開発については、デジタル部門と
人事部門が緊密連携するため、２０２２年４月に
「デジタル人材開発チーム」を設置

デジタル
部門

人事
部門

デジタル人材開発チーム

事業戦略に基づいた人材開発



～根源～ イオンの人材育成に関する考え方

■ イオンは「教育は最大の福祉」の価値観



自ら積極的に行動を起こせる自立心のある人材を育成

■ 公募制度やイオンビジネススクールなど、
自らのキャリア形成の選択肢と教育の場の提供

イオンビジネス
スクール（ABS）

学びの機会 業務アサイン

グローバル
トレーニー

グループ内
異動公募

学習管理システム
（LMS）



デジタル人材に向けて

■ イオンではデジタル人材を「IT・デジタルを活用して
自社や顧客に価値提供できる人材」と定義

Aeon Business School 社内外講師陣の講義と実践
訓練。職種・レベルごとにクラスを設置

ABS

デジタル関連の知識・スキルを得るきっかけになり、
マインド変革とスキル習得を支援するイベントを実施

デジタル
アカデミー

『Aeon Study Platform』 としてLMS（学習管理システム）

を構築。裾野広く学習環境を提供AStP



AStP （ Aeon Study Platform ）

■ アップスキリング・リスキリングに向けた
さまざまな学習コンテンツを従業員に提供



デジタルアカデミー

■ デジタルに触れるきっかけ作りのイベント「DXラボ」

DXラボ ウェビナー デジタルカフェ



イオンビジネススクール （ABS） デジタルコース

■ 経産省/IPAによる、DX推進スキル標準に準拠した
カリキュラムを設計

経産省/IPA DX推進スキル標準 職種とレベルでクラスを設置



デジタル人材育成の助成金

■ 厚生労働省の『人材開発支援助成金』を活用



学んだ人材の活用

■ リスキリングのフェーズに合わせたアクション

参考：後藤宗明氏『 新しいスキルで自分の未来を創る リスキリング 』 .

会社従業員リスキリングのステップ

やりたいこと、方針
スキルの可視化

やりたいこと、方針
マインドセット
（準備段階）

1

就業時間内に
学習環境を提供

新たなスキル獲得に向け
学習開始

学習2

仮配置転換／OJT
アプレンティスシップ機会の
創出

初心者スキル獲得スキル（実践段階）3

本配属支援
昇給・昇格機会の提供

現業務で実践開始
配置転換希望

職業4



イオンのデジタル人材育成プログラム

■ 推進するDX戦略

■ イオンの考え「教育は最大の福祉」

■ 学びの機会と場の提供

■ 公募制度などにより配置し実践


